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共同生活援助（GH（グループホーム））の目的

入所施設や精神科病院か
ら退所・退院して地域移
行を目指している人

ＧＨは「住まいの場」である一方、「訓練等給付」に位置付けられて
いる。
この一見矛盾した位置づけが、ＧＨの目的を理解するカギとなる。

家族からの独立を目指し
ている人

対象者は・
・・

ＧＨでの地域生活経験を
経て、一人暮らしを目指
している人

まずは安心して暮らせる「住まいの場」の提供が目的

目的は・
・・

「住まいの場」であるとともに「訓練の場」となる。

ＧＨ内での家事等だけでなく、買い物や公共料金の支払い、役所の手続きなど、
相談できる人をみつけどのようにこなしていくか、社会生活力を身につけていく
ことが目的。



ＧＨ利用者のとらえ方

ＧＨ利用者は、単に安定した「住まいの場」を求めるだけの客体
ではなく、「主体的に自分の人生を生きていくための第一歩を踏み
出した人」ととらえることが重要である。

入居当初は、まだそういった意識がない方であっても、安定した
土台（ＧＨ）の上に立てたと理解した後、その人の人生の次のステ
ージが始まることを想定しておくことが必要である。



ＧＨ利用者のエンパワメントを高める視点

ＧＨ利用者は、地域での安定した暮らしを望んでいる。
しかし、そのニーズが満たされると次のニーズが出てくる。
また、次なるニーズ（夢・希望）が出てくるよう、エンパワメン
トを高める支援が重要となる。



ＧＨは様々なサービスと連携する必要がある

ＧＨ単体では、日中活動や外出支援、重度心身障害のある方の介
護等には対応できないため、必然的に他のサービスとの組み合わせ
が必要となる。

ＧＨのサビ管は、相談支援や様々なサービス等と連携する必要が
あるということになる。

ＧＨ

日中活動事業所
一般企業

等

訪問看護
在宅診療
居宅介護

重度訪問介護 等

移動支援
行動援護
同行援護

重度訪問介護 等



２73単位～171単位
600単位～171単位 1168単位～253単位

障害区分に応じて
障害区分に応じて 障害区分に応じて



千葉県内の共同生活援助の事業所数

令和５年４月１日・・・６５３事業所

令和６年７月１日・・・７４９事業所

約１年間で、９６事業所の増加







②





②





②



• 重度者対応の目的で創設された日中サービス支援型では
あるが、重度だからといって、ずっと日中ホームにいる
わけではなく、世話人の配置が手厚いとはいえＡＬＳ等
には対応できないといった課題がある。

• 個人単位の居宅介護等の経過措置（いわゆる区分4以上
の特例措置）の活用

• 【対象者】 （１）障害支援区分４以上、かつ、重度訪問
介護、同行援護又は行動援護の対象者 （２）障害支援区
分４以上、かつ、次の①及び②の要件をいずれも満たす
者 ① グループホームの個別支援計画に居宅介護の利用
が位置付けられていること。 ② グループホームでの居
宅介護の利用について市町村が必要と認めること。

• 【利用可能なｻｰﾋﾞｽ】 上記（１）の対象者：居宅介護又
は重度訪問介護 上記（２）の対象者：居宅介護（身体介
護に係るものに限る。）

• 経過措置→現状分析・今後の対応検討

日中サービス支援型ＧＨでも対応できない
重度障害者の存在→特例措置の活用





グループホームの様子①





グループホームの様子②















自立生活援助との連携・引継ぎ

ＧＨを出て、一人暮らししたいといったニーズが出てきた利用者
に対応するため、平成３０年よりサービス「自立生活援助」が創設
された。

【サービス内容】

障害者支援施設やグループホーム、精神科病院等から地域での一人暮らしに移行した
障害者等で、理解力や生活力等に不安がある者に対して、一定の期間（原則１年間）に
わたり、自立生活援助事業所の従業者が定期的な居宅訪問や随時の通報を受けて行う
訪問、当該利用者からの相談対応等より、当該利用者の日常生活における課題を把握し
、必要な情報の提供及び助言、関係機関との連絡調整等を行う。

※市町村審査会における個別審査を経てその必要性を判断した上で適当と認められる
場合は更新可能

定期的な
訪問

随時の通
報を受け
ての訪問

相談対応





1566単位
1095単位

1172単位
821単位





千葉県内の自立生活援助の事業所数

令和５年４月１日・・・２９事業所

令和６年７月１日・・・３０事業所

約１年間で、１事業所の増加





②



施設､病院

計画相談支援
事業所

ｻｰﾋﾞｽ等利用計画の作成

一人暮らしの障害者 1人暮らしを支える
関係機関

障害福祉ｻｰﾋﾞｽ事業所
（日中活動、居宅ｻｰﾋﾞｽ）、

相談支援事業所、医療機関、
行政機関、民生委員 等

連絡調整
（ｻｰﾋﾞｽ調整）

1人暮らし
の継続

一人暮らしが継続できる支援体制・環境・ｲﾝﾌｫｰﾏﾙな支え合いを整備！

連絡調整

（情報共有、情報提供
）

支援のイメージ ①

一人暮らし
への移行

定期的な
居宅訪問

随時対応
（訪問、電話、

ﾒｰﾙ等）

相談

地域住民
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、自治会、

ﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾀｰ、家族、大家、
ｱﾊﾟｰﾄの管理会社 等

関係構築

同行支援

支援のイメージ ②

日頃利用している障害福祉ｻｰﾋﾞｽ事業所、
民生委員、地域住民 等

一人暮らしの障害者

障害、疾病等の家族と
同居している障害者

障害者世帯の障害者

人間関係、
生活環境の
変化 等

支援の
必要性

相談

連絡

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

地域移行支援の活用

ｲﾝﾌｫｰﾏﾙな支え合い・
地域定着支援の活用

円滑な引継

円滑な引継

支援開始

自治体（障害福祉担当）

相談支援事業所

本人、家族との面談

関係機関や地域住民からの聞き取
り
↓

人間関係の再構築
生活環境の改善に関する助言
障害福祉サービスの調整
↓

定期的な巡回訪問
随時対応
関係機関との連絡調整

1人暮らし
の継続

自立生活援助事業所

相談 連絡

課題把握

自立生活援助事業所

常時の連絡体制を確保

助言

自立生活援助の支援イメージ



• ＧＨは訓練等給付であることを意識

• ＧＨ利用者を「主体的に自分の人生を生きてい
くための第一歩を踏み出した人」ととらえる

• エンパワメントを高める支援を心掛ける

• ＧＨは様々なサービスと連携する必要がある

• 「自立生活援助」への移行も意識

• 重度障害のある人は、区分4以上の特例の活用

まとめ









○ 対象者

○ サービス内容 ○ 主な人員配置

療養介護

○ 事業所数

38

○ 利用者数258 （国保連令和 4年 12月実績） 20,970 (国保連令和4年 12月実績）

○ サービス内容 ○ 主な人員配置

■ 病院等への長期の入院による医療的ケアに加え、常時の介護を必要とする障害者
① 筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）患者等気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている者であって、障害支援区分６の者
② 障害支援区分５以上の者であって、以下のいずれかの要件に該当する者

· 進行性筋萎縮症患者（筋ジストロフィー患者）又は重症心身障害者
· 医療的ケアスコアが16点以上の者
· 医療的ケアスコアが８点以上であって、強度行動障害のある者又は遷延性意識障害者

③ ①及び②に準ずる者として、療養介護が必要であると市町村が認めた者

■平成24年３月31日において現に重症心身障害児施設又は指定医療機関に入院している者であって、平成24年４月1日以降療養介護を
利用する者

■病院等への長期入院による医学的管理の下、主として昼間において、食事や入浴、排せつ等の
介護や、日常生活上の相談支援等を提供

■利用者の障害程度に応じて、相応しいサービスの提供体制が確保されるよう、事業者ごとの
利 用者の平均障害支援区分に応じた人員配置の基準を設け、これに応じた報酬単価を設定

■ サービス管理責任者

■ 生活支援員 等 ４：１～２：１以上

○ 報酬単価（令和６年４月～）

■ 基本報酬（利用定員・配置人員等に応じた単位の設定）※医療に要する費用及び食費等については医療保険より給付。

366単位～ 974単位

■ 主な加算

地域移行加算（500単位）
→ 利用者の退院後の生活についての相談援助を行う場合、退院後３０日以内に当該利用者の居宅にて相談援助を行う場合、それぞ

れ、 入院中２回・退院後１回を限度に算定

千葉県 事業所数 7か所
（令和6年4月1日現在）



【療養介護の利用者の状況等】
○ 区分６の利用者数は増加している。
○ 区分６の利用者が全体の96％以上を占めている。

○ 利用者数の推移（障害支援区分別）

70% 80% 90%
100%

（出典）国保連データ（区分なしを除く。）

区分６区分５区分４区分３区分２区分１総数

19,931人850人41人7人0人0人20,829人R2.12

19,999人810人33人8人0人0人20,850人R3.12

20,106人737人30人5人0人0人20,878人R4.12

分４区分５
4.1%

区分６

95.7%

0.2%

分４

区分５

3.9%

区分６

95.9%

2%

区分５

分４

3.5%

区分６

96.3%

1%

○ 利用者数の割合の推移（障害支援区分別）
区

R 2 . 12

区

0.

R 3 . 12

区

0.

R 4 . 12

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
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（出典）国保連データ

障害種別ごとの利用の状況（療養介護）

○ 療養介護は、身体障害者の利用割合が約９割を占めている。

難病等精神知的身体総数

31人4人2,810人17,405人20,250人H29.12

39人8人2,900人17,641人20,588人H30.12

45人7人2,929人17,671人20,652人R1.12

58人12人3,003人17,860人20,933人R2.12

67人11人3,031人17,839人20,948人R3.12

89人14人3,048人17,814人20,965人R4.12

86.0%

85.7%

85.6%

85.3%

85.2%

85.0%

14.2%

14.3%

14.5%

14.5%

13.9% 0.0 %

14.1% 0.0 %

0.1%

0.1%

0.1%

0.2%

0.2%
0.0%
0.2%

0.3%

0.3%

0.4%

利用者の割合の推移（障害種別）
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

70% 80%
90% 100%

H29.12

H30.12

R1.12

R2.12

R3.12

R4.12

身体 知的 精神 難病等
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〇対象者

生活介護

○ 事業所数

45
○ 利用者数１２，３８４ （国保連令和4年12月実績） 298,461 （国保連令和4年12月実績）

■ 地域や入所施設において、安定した生活を営むため、常時介護等の支援が必要な者
① 障害支援区分が区分３(障害者支援施設等に入所する場合は区分４)以上である者

② 年齢が５０歳以上の場合は、障害支援区分が区分２(障害者支援施設等に入所する場合は区分３)以上である者

■主として昼間において、入浴、排せつ及び食事等の 介
護や、日常生活上の支援、生産活動の機会等の提供

〇サービス内容 ○ 主な人員配置

利用者の障害程度に応じて、相応しいサービスの提供体制が確保
さ れるよう、利用者の平均障害支援区分等に応じた人員配置の基
準を設定
■ サービス管理責任者
■ 生活支援員等 ６：１～３：１

○ 報酬単価（令和６年４月～）

■ 基本報酬

基本単位数は、事業者ごとに利用者の①利用定員の合計数及び②障害支援区分に応じ所定単位数を算定

■ 定員２１人以上３０人以下の場合（７時間以上８時間未満の場合）

（区分６） （区分５） （区分４） （区分３） （区分２以下）※ 未判定の者を含む
1,150単位 854単位 584単位 523単位 475単位

■ 主な加算

延長支援加算（100～400単位）

→ 営業時間である９時間を超えてサー

ビスを提供した場合（通所による利用者

に限る）

常勤看護師加算（6～32単位）

→利用定員に応じ、所定単位数に常勤換算で算

定した看護職員数を乗じた単位数を加算

人員配置体制加算（33～321単位）
→ 直接処遇職員を加配(1.5:1～2.5:1)し た

事業所に加算
※ 指定生活介護事業所は区分５・６に準ずる者が

一定の割合を満たす必要

千葉県 事業所数 508か所
（令和6年4月1日現在）



【生活介護の利用者の状況等】
○区分５、区分６の利用者数が増えている。

○区分５又は区分６の利用者が全体の約７割を占めており、区分６の利用者の割合が増

えている。

○ 利用者数の推移（障害支援区分別）

○ 利用者数の割合の推移（障害支援区分別）

70% 80% 90%
100%

（出典）国保連データ（区分なしを除く。）

区分６区分５区分４区分３区分２区分１総数

125,642人80,056人58,859人23,120人3,736人23人291,436人R2.12

129,615人81,773人59,023人22,592人3,641人18人296,662人R3.12

132,263人82,395人58,346人21,877人3,560人11人298,452人R4.12

区分６

43.1%

区分５

27.5%

区分４

20.2%

区分３

%

7.9%

分２

3

区分６

43.7%

区分５

27.6%

区分４

19.9%

区分３

%

7.6%

分２

2

区分６

44.3%

区分５

27.6%

区分４

19.5%

区分３

%  7.3%

分２

2

R 2 . 1 2 区

1.

R 3 . 1 2 区

1.

R 4 . 1 2 区

1.

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
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（出典）国保連データ

障害種別ごとの利用の状況（生活介護）

○ 生活介護は、知的障害者の利用割合が約70％を占める。

3.0%68.3%28.6%
0.1

3.3%68.4%28.2%
0.1

3.6%68.5%27.8%
0.1

3.9%68.7%27.3%
0.1

4.2%68.7%27.0%
0.1

4.5%68.7%26.7%

%

%

%

%

%

0.1%

H29.12

H30.12

R1.12

R2.12

R3.12

R4.12

利用者の割合の推移（障害種別）

身体 知的
精神
難病等

難病等精神知的身体総数

190人8,197人188,876人79,057人276,320人H29.12

253人9,230人193,033人79,528人282,044人H30.12

297人10,325人196,942人79,999人287,563人R1.12

325人11,313人200,363人79,421人291,422人R2.12

354人12,470人203,807人80,009人296,640人R3.12

383人13,527人204,976人79,553人298,439人R4.12
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生活介護の報酬改定概要

⑤常勤看護職員等配置加算の拡充
・看護職員の配置人数に応じた評価を行う
・利用定員に応じ、常勤換算で算定した看護職員数

を乗じて単位数を加算
（６～３２単位）

①基本報酬区分の見直し（サービス提供時間）
・1時間単位のサービス提供時間ごとの報酬設定

（3時間未満～9時間未満）
・個別支援計画に定めた標準的な支援時間で算定
・サービス提供時間による平均利用者数の算定

②基本報酬区分の見直し（利用定員）
・利用定員ごとの基本報酬を10人ごとに設定

（定員5名以下～81名以上）
・重心児者対応の多機能事業所に配慮

③延長支援加算の拡充
・9時間以上の支援を評価

（9時間以上～12時間以上）
・施設入所支援者は算定不可

④食事提供加算の見直し
・通所系サービスにおいて栄養面を評価しつつ経過

措置を延長
・現行要件+➀管理栄養士などの献立作成等を行い利

用者ごとの摂取量の記録、➂利用者ごとの体重の
記

録を行った際に加算

⑦入浴支援加算の創設（新設）
・医療的ケアが必要な者等への入浴支援を評価

（80単位／日）

⑥人員配置体制加算の拡充
・医療ケア等、重度の障害者に対する複数職員によ

る手厚い体制を評価
（1.5：1～2.5：1）

⑧喀痰吸引等実施加算の創設（新設）
・医療的ケアが必要な者等への喀痰吸引・経管栄養

の実施を評価
（30単位／日）



生活介護の報酬改定概要

⑨リハビリテーション職の配置基準
・看護職員、理学療法士と作業療法士の他に言語聴覚

士を加える

⑩リハビリテーション加算における実施計画の作成期間
の見直し
・概ね２週間以内及び３ヶ月ごと→概ね２週間以内及

び６ヵ月ごとに作成

⑪栄養スクリーニング加算の新設 ５単位／回
・利用開始及び６月ごとに利用者の栄養状態の確認

を行い、栄養状態に関する情報を、相談支援 専門
員に提供した場合

栄養改善加算の新設 ２００単位／回
・栄養状態の改善等を目的として、利用者の栄養改

善サービスを行った場合
（３ヵ月以内で１月に２回を限度）

⑫福祉専門職員配置等加算の算定方法の見直し
・福祉専門職員配置等加算ⅠまたはⅡとⅢの併給

可



３．日中活動系サービス

（１）生活介護 （生活介護における個別支援計画の記載方法）

問 21 生活介護サービス費の基本報酬については、個別支援計画における標準的な時間に基づき算定することとなっ
たが、個別支援計画にどのように 記載すればよいか。

（答） 生活介護においては、別添の個別支援計画書参考様式を参考に、個別支援計画 を作成する。
個別支援計画には、実際のサービス提供時間に加え、生活介護の配慮規定（※） に該当する時間を加えた合計
の時間を支援の標準的な提供時間等の欄に記載されたい。

※ 生活介護の配慮規定とは以下のこと

〇利用者が必要とするサービスを提供する事業所が当該利用者の居住する地域にない場合等であって、送迎に要す
る時間が往復３時間以上となる場合は、１時間を生活介護計画に位置付ける標準的な時間として加えることがで
きる。

〇医療的ケアスコアに該当する者、重症心身障害者、行動関連項目の合計点数が10点以上である者、盲ろう者等で
あって、障害特性等に起因するやむを得ない理由により、利用時間が短時間（サービス提供時間が６時間未満）
にならざるを得ない利用者については、日々のサービス利用前の受け入れのための準備やサービス利用後におけ
る翌日の受け入れのための申し送り事項 の整理、主治医への伝達事項の整理などに長時間を要すると見込まれる
ことから、これらに実際に要した時間を、１日２時間以内を限度として生活介護計画に位置付ける標準的な時間
として加えることができる。

〇送迎時に実施した居宅内での介助等（着替え、ベッド・車椅子への移乗、 戸締り等）に要する時間は、生活介
護計画に位置付けた上で、１日１時間以内を限度として、生活介護計画に位置付ける標準的な時間として加える
ことができる。

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.２
（令和６年４月５日）



生活介護は記入必須（生活介護の記載例）

・サービス提供時間 4時間
・送迎に関わる配慮 1時間
・障害特性に係る配慮 30分
・送迎時の移乗等 30分

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に伴う
個別支援計画作成にあたっての留意点及び記載例について










